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第３次生物多様性国家戦略
へのNACS-Jの提言

（財）日本自然保護協会

保護研究部主任 大野正人
第3回生物多様性国家戦略小委員会

2007年6月26日（火）
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第３次国家戦略に望むこと

自然保護の実効性を高めたい！

自然保護についての意識
自然の保護と利用に関する世論調査

（平成１８年６月、内閣府）
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人間が生活していくため
に最も重要なこと

人間社会との調和を図り
ながら進めていくこと

開発の妨げとなるなど不
要なこと

その他

分からない

「２０１０年までに、生物多様性の損失速度を劇的に
抑える」ことをめざす
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国家戦略の実効性を高める際の「要」
１．大きな目標が明確である＝２０１０年目標

２．主体である政府の本気の取り組み

３．個別の目標と優先度の設定
有効に運用していくための方策とその道筋を明確にした行
動計画を立てる。

４．関係者（国民、企業、NGO、地方自治体）を巻き込む仕組み
を作る。

５．目標が達成されているかどうかを確認する＝指標
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本日の提言
～実効性のある国家戦略に向けて～

提言１： 生物多様性保全の視点から公共事業を見直す
～開発行政・財政の歯止め～

提言２： 環境行政の既存ツールを再構築する
～自然保護制度の点検・見直し～

提言３： 資金メカニズムの構築をする
～日本版パーセント法の提案～

提言４： 関係者を巻き込む仕組みをつくる
～カウントダウン２０１０～
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提言１：生物多様性保全の視点から
公共事業を見直す

生物多様性を損なう公共事業の事例

辺野古・飛行場移設問題 ジュゴンとサンゴ礁生態系

ダム問題（川辺川ダム・サンルダム・・・）

干潟湿地の埋立（泡瀬干潟・諫早干拓・・・）

大規模な風力発電開発（補助事業）

などなど

生物多様性の損失をまねく公共事業が続く限り、
第一の危機の状況は、好転しない。
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提言１：生物多様性保全の視点から
公共事業を見直す

北海道 天塩川流域のサンルダム計画

サクラマス （下川自然を考える会）

カワシンジュガイ
絶滅危惧Ⅱ類
（サンル川を守る会）

北海道開発局 多目的ダム

総貯水量7,300万m3

＜天塩川・サンル川の特徴＞
河川の連続性（国内第４位の長流）
・河口から約160kmに分断する人工構築物がない
・サンル川には毎年3,000匹の天然サクラマスが
遡上・産卵する
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この高さまで水没
▼

サンル川

流れが無くなり、川が持つ本来の機能が失われる

サンル川下流の展望台から

航空写真（開発局HPより）
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8

提言１：生物多様性保全の視点から
公共事業を見直す

解決方法

・各省庁が公共事業・補助金事業を「生物多様性」
の観点（生態系サービスも含め）から、

第三者も加え、点検・評価を行う仕組み

「生物多様性へのインパクト評価システム」をつくり、
公共事業の見直しを進める。
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提言２： 環境行政の既存ツールを
再構築する

法制度からからみた環境行政のツールの再構築・効果的な運用

・自然公園法（50周年）と自然環境保全法
→保護地域制度の整理とモニタリングシステム

・種の保存法 →「種の絶滅速度を下げる」ために有効に機能させる

・鳥獣保護法 →人と鳥獣の軋轢問題に、十分機能しきれていない

・アセス法（制定10年）とSEA（戦略的環境アセスメント）

→計画段階での影響回避・合意形成

・2010年までに見直し時期にくるもの

自然再生法（02年制定）、特定外来生物法（04年制定）

・新たな法律

エコツーリズム推進法（07年制定）
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例えば… 種の保存法の問題点
1993年の施行後、改正されないまま
水産庁との覚書により、海生哺乳類はいまだ法律の対象外
となっている（2000年にジュゴンだけは除外されている）
絶滅の恐れのある種（レッド・データブック）と国内希少野生
動植物種（法律上保護される種）に大きなギャップ

希少種（73）のうち、生息地等保
護区が指定は7種（2.6％）

希少種（73）のうち、保護増殖計
画樹立は38種（52％）

RDB2663種のうち、
希少種指定されているのは
わずか73種（2.7％）
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提言2：環境行政の既存ツールを
再構築する

解決方法の提言

・他の省庁が持つツールも含め大胆な整理統合も

視野にいれ、生物多様性保全のために環境行政の
ツールの再構築を、例えば、日本学術会議に諮問
する。

・生物多様性に関わる基本法をつくる（野生生物保
護基本法／生物多様性保全法）
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提言３： 資金メカニズムの構築
～日本版パーセント法の提案～

背景

すばらしい理念の国家戦略ができても、理念実現に
向けた活動に「人とお金が動く仕組み」が必要不可
欠。

安定し、継続した資金メカニズムをどうするべきかを
国家戦略で明確にする。
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予算配分の推移
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平成１２－１７年度の一般会計の決算をもとに作成。なお、政府の事業経費を比較するため、
地方交付税交付金（総務省）・国債償還費（財務省）・社会保障関係費（厚生省）を引いてい
る。また、このほかに特別会計による公共事業も存在する。

元データは、財務省ホームページより
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税務署

国家予算 歳入

NACS-J

＄

住民税（例えば10万円）の
1％（1000円）をNACS-Jに
寄付したいと申告する

海
草
調
査
に

百
万
円

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に

二
百
万寄付を何に使ったかを

国営新聞・広報欄で報告

ハンガリーのパーセント法

個人
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国家予算
歳入

日本版パーセント法

企業は、法人税納入時に、
支援したい公益活動（環
境・福祉などNPO法17分
野）を指定する

納税

NGOが活動申請
（人件費も請求する）

国家戦略で「市民総出で」
取り組むべき活動を優先的に支援

生物多様性保全
活動助成金

福祉

文化振興

文化振興
活動助成金

国際協力
活動助成金

国際協力

環境

供出

NPO活動基金
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提言４：関係者を巻き込む仕組みをつくる
～カウントダウン２０１０～

参加対象は、「２０１０年目標」に貢献する団体

自主的に貢献すると宣言した団体が

共通のシンボルを持ち、経験を共有するための

国際的なネットワーク

多くの政府・自治体・NGOが参加しつつある。

約２２０団体
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１． 2010年目標に向けて自分たちの団体に何が

出来るかを話し合う。

２． 2010年目標の「支持」・「普及」・「活動」を行うこと
に加え、その団体「独自の活動」を宣言（文書に

署名）することで入会

３． 取り組みを進めると共に、活動の事例や経験を
共有する（メンバーシップ会合）

C2010加盟の手順
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カウントダウン2010に署名する
Aldo Consentinoイタリア環境大臣

Photo:C2010事務局提供

自然復元活動基金への供出金額を増やす
生物多様性問題に関わる地域の参加を高める

デンマーク環境省

アムステルダムの生物多様性を普及する冊子の共同出資者になる
専門家やナチュラリストのネットワークを維持する生態学者（コー
ディネーター）を雇用する

アムステルダム市

生物多様性を特集した企画展や実習会を開催。
博物館研究員による調査を実施

ベルギー国立自然史博物館
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提言４：関係者を巻き込む仕組みをつくる

第３次戦略の展開に向けた提言

CBDの10回締約国会議（２０１０）に、向けた

盛り上がりを最大限活かす。

社会全体を巻き込み、生物多様性保全の成果を

あげる。

そのためには、

生物多様性の国内・国内の関係者による

常設のプラットホームを！
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NACS-Jの活動紹介

１．科学的知見 SISPA・市民参加型調査

２．先駆的事例 AKAYAプロジェクト

３．教育普及と人材育成

自然観察指導員

全国一斉自然しらべ

４．コミュニケーション ネットワーク

国際シンポジウム・IUCN-J
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先進事例を作り、社会に発信
－ＡＫＡＹＡ（赤谷）プロジェクト－

「生物多様性復元」
「統合的環境管理」
のモデル作り

東京

群馬県

赤谷プロジェクト地域協議会赤谷プロジェクト地域協議会

地域住民で組織されています地域住民で組織されています
将来ＮＰＯ法人をめざしています将来ＮＰＯ法人をめざしています

日本自然保護協会日本自然保護協会

（総合事務局）（総合事務局）

林野庁関東森林管理局林野庁関東森林管理局

この地域の国有林を管理していますこの地域の国有林を管理しています

この三者が１０年単位の協定を結びこの三者が１０年単位の協定を結び
AKAYAAKAYAプロジェクトを運営プロジェクトを運営
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プロジェクト・エリア（赤谷の森）プロジェクト・エリア（赤谷の森）②②

① 自然林と渓流環境を官
民の協定・協働による
「共同管理｣。

② 地域・流域単位の生物
多様性に対する自然のプ
ロセスを重視した「復元」。

③ 地域社会・組織が主体
的に参画する「システム
の形成」。
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２４１つ林小班

（カラマツ漸伐）
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・渓流環境の連続性
修復による生物多様
性復元が目的

・すでに破堤したダム
から優先的に撤去を
合意

・治山ダムの撤去は
全国初事例

治山ダムの撤去
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教育普及への貢献

NACS-J 自然しらべ ～日本の自然の健康診断～

カタツムリ２００４年10

10年目の川２００５年11

２００６年

２００３年

２００２年

２００１年

２０００年

１９９９年

１９９８年

１９９７年

１９９６年

１９９５年

年度

気になる自然６

川５

渚（海・湖沼）７

カメ９

海・湖沼２

里やま３

（おやすみ）-

バッタ12

里やま４

川１

テーマ回
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今年は「自然しらべ２００７ 夏休み
セミのぬけがらをさがせ！」

環境庁・身近な生き物調査1995 調査結果最終版 より
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NACS-Jの提言

提言１： 生物多様性保全の視点から公共事業を見直す
～開発行政・財政の歯止め～

提言２： 環境行政の既存ツールを再構築する
～自然保護制度の点検・見直し～

提言３： 資金メカニズムの構築をする
～日本版パーセント法の提案～

提言４： 関係者を巻き込む仕組みをつくる
～カウントダウン２０１０～

ご静聴ありがとうございました

http://www.nacsj.or.jp/


